
指標数
達成済み*

指標数
未達成
指標数

達成率

73 22 51 30%計

※達成済み指標数は令和２年度の目標値に対しての達成済みかどうかの数

10 4 71%

7 2 5 29%

基本目標３
美しい景観と快適で安全な都市機能を築
くまち
（都市・建設・交通・防災）

基本目標４
自然と生活が調和した環境を築くまち
（環境）

基本目標５
交流と協働による未来を拓く活力のあふ
れるまち
（産業・行政）

14

11 3 8 27%

第2次甲斐市総合計画後期基本計画　成果指標進捗状況一覧表

27 3 24

14 4 10

基本目標

基本目標１
まちづくりは人づくり生涯にわたる学び
のまち
（教育・文化）

基本目標２
健やかで心ふれあう安心に暮らせるまち
（福祉・健康）

11%

29%

資料１
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実績値 現状値 令和2年度 令和2年度 令和6年度目標値に向けた 令和６年度

（平成26年度） （平成30年度） 目標値 実績値 今後の取組予定内容 目標値

小95.0%
中92.5%

小95.0％
中85.0%

小55.0点
中46.0点

小60.0％
中50.0％

9 学校教育課
甲斐市学校評価・児童生徒用アンケートにおける「将来の夢や希望を持っています
か」の設問に「しっかり持っている」「持っている」と回答した児童生徒の割合

小89.4%
中73.2%

小88.4%
中75.9%

小90.0%
中80.0%

小85.4％
中74.9％

甲斐市学校評価アンケートによる 未達成
キャリア教育の視点を取り入れた教育課程を編成するとともに、
学校や地域の特色を生かした取組を推進する。

小90.0%
中80.0%

小85.0％
中63.0％

小95.0％
中70.0％

※参考となる現状値が
無い（アンケート未実
施）ため令和2年度の

目標は未設定

健康・体力つくりにおける各学校での独自の取り組みを推進する
とともに、家庭でも基礎体力を高める取り組みを推進する。

園児と児童及び職員相互の交流の機会を充実させ、円滑な小学校
教育への接続を図る。

伝統や文化に関する学習の機会を設けるとともに、郷土や地域に
誇りや愛着を持てる児童生徒の育成を推進する。

地域や関係団体と連携し、地域の活動や行事への積極的な参加を
促す。

13 生涯学習文化課
新）青少年育成甲斐市各地区民会議・甲斐市子どもクラブ指導者連絡協議会が主催す
る子どもを対象とした事業への参加人数

1,754人 1,354人 1,500人87人
新型コロナウイルス感染拡大防止の対策を行い、可能な限り開催
する。

未達成各事業への参加者数を集計

138,000人

1,400人

11 学校教育課
新）甲斐市学校評価・教職員アンケートにおける「あなたは、教育活動の中に地域の
人材や施設を活用し、地域の教育力を生かす指導を行っていますか」の設問に「とて
もそう思う」「そう思う」と回答した教職員の割合

－
小93.0%
中67.6%

小98.0%
中75.0%

小90.3％
中70.2％

未達成甲斐市学校評価アンケートによる
授業や行事等、地域住民による教育活動への積極的な参加を図
り、家庭・地域・学校が連携・協働する体制づくりを推進する。

12 生涯学習文化課  新）市公民館（地域ふれあい館、セミナーハウス含む）の利用者数 126,223人 136,098人 143,000人55,879人
新型コロナウイルス感染拡大防止の対策を行い、可能な限り開催
する。

未達成各公民館からの報告を集計

小94.0％
中95.2%

小92.6％
中86.4％

小79.4％
中82.0％

小72.8％
中89.3％

小中1.69％

10 学校教育課
新）甲斐市学校評価・児童生徒用アンケートにおける「今住んでいる地域の行事に参
加していますか」の設問に「よく参加している」「だいたい参加している」と回答し
た児童生徒の割合

小85.4%
中52.3%

小81.2%
中61.8%

小85.0%
中65.0%

小72.5％
中64.2％

未達成甲斐市学校評価アンケートによる

実施なし

基礎的・基本的な知識及び技能の習得と定着を図るとともに、主
体的・対話的で深い学びの視点に立った授業改善を推進する。

基礎的・基本的な知識及び技能の習得と定着を図るとともに、主
体的・対話的で深い学びの視点に立った授業改善を推進する。

聞くこと、読むこと、話すこと（やりとり、発表）、書くことの
言語活動の充実を図るとともに、コミュニケーションを図る上で
基礎となる資質・能力の育成を目指す。

「甲斐市いじめ防止基本方針」に基づき、学校、教育委員会その
他関係機関が連携し、いじめの未然防止に重点を置いた取組を推
進する。

未然防止の取組に重点を置き、授業や諸活動を通して人間関係を
形成する力や自己肯定感の育成、規範意識の向上を図る取組を推
進するとともに、不登校児童生徒への働きかけを継続する。

小54.9点
中45.7点

8 学校教育課
新）全国学力・学習状況調査児童生徒質問紙調査における「地域や社会をよくするた
めに何をすべきか考えることがありますか」の設問に「当てはまる」「どちらかとい
うと当てはまる」と回答した児童生徒の割合

小50.9%
中32.9%

小58.2%
中46.8%

54.50%

小65.0%
中55.0%

実施なし

小56.0点
中47.0点

小中1.10%

80.00%9.0%

小95.0％
中95.0％

2 学校教育課
甲斐市学校評価・児童生徒用アンケートにおける「算数（数学）の授業の内容はわか
りますか」の設問に「とてもわかる」「わかる」と回答した児童生徒の割合

小94.0％
中78.0％

小93.3％
中84.3％

小95.0％
中90.0％

小中100%

3 学校教育課
新）甲斐市学校評価・児童生徒用アンケートにおける「外国語の授業は好きですか
（の内容はわかりますか）」の設問に「とても好き（わかる）」「好き（わかる）」
と回答した児童生徒の割合

－ －
小75.0％
中70.0％

小中100%
基
本
目
標
１
　
ま
ち
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く
り
は
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づ
く
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涯
に
わ
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小中1.10%

55.00%

小中98.0% 小中99.0%

7 学校教育課 新）幼稚園や保育園との交流活動を年3回以上行った小学校の割合 45.50%

6 学校教育課
「山梨県新体力テスト・健康実態調査」における小学5年生と中学2年生のボール投
げや50㍍走など8種目の数値を得点化した体力合計点（80点満点）

整理
番号

担当課 達成目標指標

1 学校教育課
甲斐市学校評価・児童生徒用アンケートにおける「国語の授業の内容はわかります
か」の設問に「とてもわかる」「わかる」と回答した児童生徒の割合

基
本
目
標

小95.2％
中89.3％

小94.3％
中92.0％

5 学校教育課 「長期欠席児童生徒状況調査」における「不登校児童生徒」の割合 小中0.98% 小中1.14%

4 学校教育課 「児童生徒のいじめに関する状況調査」における公立学校の「いじめの解消率」

小53.8点
中48.6点

令和２年度
目標値

達成状況

未達成

未達成

達成

未達成

未達成

未達成

未達成

未達成

算出方法

甲斐市学校評価アンケートによる

甲斐市学校評価アンケートによる

甲斐市学校評価アンケートによる

児童生徒のいじめに関する状況調査
による

長期欠席児童生徒状況調査による

新型コロナウイルス感染症の影響に
より実施なし

市内小学校向けアンケートを集計

新型コロナウイルス感染症の影響に
より実施なし
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実績値 現状値 令和2年度 令和2年度 令和6年度目標値に向けた 令和６年度

（平成26年度） （平成30年度） 目標値 実績値 今後の取組予定内容 目標値

整理
番号

担当課 達成目標指標

基
本
目
標

令和２年度
目標値

達成状況
算出方法

小100％
中100％

小55.0％
中40.0％

小85.0％
中65.0％

27 学校教育課 新）小中学校の全教員のうち、特別支援教育に関連した研修会を受けた割合 —
小80.3%
中60.4%

小95.0%
中85.0%

小23.5％
中4.7％

市教育委員会主催の研修会を実施し、市内小中学校職員の学習の
機会を設ける。

未達成
市内小中学校向けのアンケートを集
計

—

25 学校教育課
新）甲斐市学校評価・教職員アンケートにおける「あなたは校内研究（研修）に主体
的に関わっている」の設問に「とてもそう思う」と回答した教職員の割合

—
小51.2%
中34.2%

小60.0%
中50.0%

小44.7％
中39.2％

市教育委員会による研究指定校の取組を全職員で共有するととも
に、市教育委員会主催の研修会の実施等を通して教職員の意識を
高める取組を推進する。

未達成甲斐市学校評価アンケートによる

26 福祉課 新）「甲斐市子どもの学習支援事業」に参加した生徒のうち満足と感じた生徒の割合 — — 90.00%93.75%

生活保護受給世帯を含む生活困窮世帯の中学生を対象に、各生徒
に応じた学習支援を行い、学習意欲を高め、学力の向上等を図る
とともに、併せて食糧支援を実施し、子どもの将来の自立に向け
た包括的な支援を行う。

達成
「満足」と回答した回答者数/アン
ケート回答者数
※アンケート調査により算出

23 図書館 新）幼稚園、保育園、児童館等への貸出冊数 9,036冊 12,085冊 12,500冊17,037冊 移動図書館や来館、団体貸出による利用の増加を図る。達成事業実績集計

5,500人

12,200冊

24 学校教育課 新）年間20回以上「きずなの日」を実施している学校の割合 —
小27.2%
中20.0%

小100%
中100%

小27.2％
中40.0％

各校20回の目標及びきずなの日の意義について全職員で共通理解
を図るとともに、各学校での設定日を工夫する。

未達成市内小中学校向けアンケートを集計

21 図書館 新）「甲斐・本の寺子屋事業」への参加者数 — — 250人178人 計画的な事業の開催及び周知により参加者の増加を図る。未達成事業実績集計

487,000人

200人

22 図書館 新）Wifiの利用者数 1,568人 4,728人 6,000人130人
来館者の増加により利用の増加が見込めるため、来館者が増える
ようなサービスを提供する。

未達成
市内図書館におけるWi-fi利用者数統
計

19 スポーツ振興課 市内スポーツ施設の利用者数 438,615人 472,104人 480,000人290,971人
今後も利用者の利便性を図るため、施設情報の充実や、施設や設
備等の安全管理を徹底する。

未達成
スポーツ推進計画Ｒ２スポーツ施設
利用者数集計

750人

474,000人

20 図書館 新）市立図書館の入館者数 535,497人 486,029人 490,000人255,785人 魅力的な蔵書構築及び事業の開催により来館者の増加を図る。未達成市内３館の利用統計

スポーツ振興課 新）市スポーツ協会加盟競技団体、専門部で実施した初心者教室への参加者数 — 1,256人 1,500人759人 今後も各専門部による初心者教室を継続実施していく。未達成R2加盟団体事業報告

31,340人

1,300人

18 スポーツ振興課 市スポーツ少年団の登録団員数 — 724人 750人592人
広報誌等での団活動の周知、また市の事業等で競技体験の場を設
けることで、団員増員を図る。

未達成Ｒ２団員登録名簿

15 生涯学習文化課
新）市内小中学校教員を対象とした郷土史教育研修、及び児童を対象とした地域学習
への出前授業の参加者人数

1,309人 1,109人 1,360人655人
新型コロナウイルス感染拡大防止の対策を行い、可能な限り開催
する。

未達成出前授業への参加者数を集計

10,400人

1,300人

基
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16 スポーツ振興課 新）ラジオ体操事業への参加者数 — 30,670人 34,000人16,323人
ラジオ体操推進計画に基づき、行政、地域、家庭、各種団体等、
一体的に推進を図っていく。

未達成R2ラジオ体操推進計画成果指標

17

14 生涯学習文化課 新）市生涯学習施設で開催される発表会等の参加者数 9,406人 10,161人 11,000人572人
新型コロナウイルス感染拡大防止の対策を行い、可能な限り開催
する。

未達成
小中学校音楽祭参加者数を集計
発表会及び公民館祭りはR2未実施の
ため含まれず
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実績値 現状値 令和2年度 令和2年度 令和6年度目標値に向けた 令和６年度

（平成26年度） （平成30年度） 目標値 実績値 今後の取組予定内容 目標値

整理
番号

担当課 達成目標指標

基
本
目
標

令和２年度
目標値

達成状況
算出方法

新）自殺死亡率（10万対）

（10万対：人口10万人当たりの自殺者数）

アンケート
実施せず

13,564人

100人

25

4,500人

69.00%
（令和元年度）

18,000人

引き続き、リーフレットや広報等による参加募集を行い参加者増
加に努める。

引き続き、事業計画に基づき各事業の推進を図る。

引き続き、リーフレットや広報等による参加募集を行い参加者増
加に努める。

計画に基づき継続して取り組んでいく時代に合わせたテーマを取り入れて地域に広げていく。

計画に基づき継続して取り組んでいく

次回の歩数調査は「甲斐市第４次健康増進計画・第３次食育推進
計画」の策定に伴い、令和４年度に市民アンケートを実施予定

計画に基づき、継続して取り組んでいく。

課題を把握しながら、継続して取り組んでいく。55.20%

40 保険課 特定健診の受診率（国保） 47.00% 51.80%
60.00%

（令和５年度）
44.94%

—

54.60%

41 保険課 特定保健指導の実施率（国保） 52.70% 76.40%
60.00%

（令和５年度）
85.31%

5,775人

38 健康増進課 健康診断の受診率（年間） 42.20% 46.10% 50.00%42.57%

830人

48.00%

39 健康増進課 日常生活における歩数 4,370歩/日
（平成24年度）

5,171歩/日
（平成28年度）

6,500歩/日
（令和4年度）

アンケート
実施せず

36 長寿推進課 介護予防事業への参加者数 7,279人 17,959人 18,000人

基
本
目
標
２
　
健
や
か
で
心
ふ
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う
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ち
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福
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35 長寿推進課 介護保険サービスの満足度 65.80%
68.30%

（平成28年度）
70.00%

（令和4年度）

34 長寿推進課 高齢者の社会参加活動と交流事業への参加者数 5,406人 4,436人

37 健康増進課 地域で開催する各種健康づくり教室への参加者数 1,326人 814人 850人

4,500人

110人

33 子育て支援課 放課後児童クラブ数（教室数） 16 24 26

102人

24

3,233人

新型コロナウイルス感染症の影響から、依頼件数自体は減少した
が、その中でも一定の需要があった。今後も幅広い依頼に対応で
きるよう、協力会員の更なる増加を目指し、会員の研修や事業の
周知をより充実させ、制度の安定実施を図る。

夫婦共働き家庭等の支援、児童の放課後の居場所確保のため継続
して実施し、需要に対応できるよう実施場所の確保に努める。

放課後児童クラブ実施教室数

いきいきサロンや老人クラブ連合会
の事業、高齢者と子どもの帰り道ふ
れあい事業の参加者合計

31 障がい者支援課 — — 14.4

65.00%

16.3

32 子育て支援課 ファミリー・サポート・センター協力会員数 143人 95人

原因や課題を検討しながら継続して取り組んでいく。未達成

達成

厚生労働省の自殺統計による

３月末時点での協力会員数と両方会
員数の合計

18.5

29 障がい者支援課 障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス受給者数 515人 732人 897人882人 障がい者が地域でいつまでも生活できるよう、サービスの質の向
上を含めた提供体制とする。

達成令和2年度内受給者数

90団体

807人

30 福祉課 生活保護受給者の就労支援による就労率 61.00% 60.00% 70.00%41.67%

就労可能な被保護者については、被保護者の自立助長を図るた
め、ハローワークの巡回相談や就労自立促進事業等への参加を促
し、ハローワークと連携し現業員及び就労支援員による就労支援
を行う。

未達成
就労者数／
就労自立促進事業参加者＋就労支援
プログラム参加者

28 福祉課 新）甲斐市ボランティアセンターに登録している団体数 — 86団体 98団体72団体
ボランティア団体育成助成金や保険加入・相談支援をはじめ、ボ
ランティア団体を必要とするサロンや団体とマッチングを行い活
躍できる場の支援を行う。

未達成ボランティアセンター登録団体数

未達成

未達成

未達成

未達成

達成

未達成

未達成

未達成

達成

アンケート調査が3年毎のためR2年
度は未実施のため

一般介護予防事業、通所型サービス
A型C型（介護予防に特化した通所
サービス）の参加延べ人数

地域で実施した各種健康づくり教室
の参加者数と、新型コロナウイルス
感染予防対策として実施したチラシ
の配布数の合計

基本健康診査（20～39歳及び75歳
以上を対象とする）の受診率

令和2年度はアンケート調査を未実
施のため

健診受診者/健診対象者

保健指導実施者/保健指導対象者
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実績値 現状値 令和2年度 令和2年度 令和6年度目標値に向けた 令和６年度

（平成26年度） （平成30年度） 目標値 実績値 今後の取組予定内容 目標値

整理
番号

担当課 達成目標指標

基
本
目
標

令和２年度
目標値

達成状況
算出方法

19.80%

70.00%

14,200人

7,720基

280件

景観重要樹木の指定に向けて、市民から身近な樹木の収集を行い
ながら、データベース化を進める。

補助金制度を周知した中で引き続き設置を増やしていく。

引き続き道路交通環境整備及び交通安全啓蒙活動を実施する。55 防災危機管理課 交通事故発生件数（年間） 448件 314件 230件262件

基
本
目
標
３
　
美
し
い
景
観
と
快
適
で
安
全
な
都
市
機
能
を
築
く
ま
ち
（

都
市
・
建
設
・
交
通
・
防
災
）

54 防災危機管理課 防犯灯の設置数 6,867基 7,603基 7,960基7646基

53 防災危機管理課 防災訓練参加者

71.00%

46.10%

14,288人 13,033人 15,000人47,533人

52 防災危機管理課 防災対策研修等参加地区 82.30% 61.80% 85.00%72.05%
自治会長や防災委員、広報誌による募集では参加者は増えない。
各自治会に対し自主防災組織の設立、活動の促進を図ることとと
もに、防災リーダーの普及活動を行う。

9月1日の防災の日前後に実施してきたが、令和3年度は試験的に
11月に実施予定。令和4年度以降の実施日は自治会の意見を反映
した防災訓練を実施する。

達成

達成

甲斐市地域防災リーダーに認定され
た住民が1人以上いる自治会の割
合。

50 上下水道工務課 公共下水道の重要管路耐震化率 42.30% 46.10% 50.70%50.85% 平成30年度策定の総合地震計画により事業を進めていく。達成11.90km/23.4km（全長）

51 建設課 道路幅員が４ｍ未満の市道の割合 20.90% 20.00% 19.00%19.60%
4mに満たない市道認定個所の拡幅工事や新規路線認定(4m以上)
を行っていく。

達成
86,375.15ｍ／440,468.7ｍ（全
長）道路台帳より

48 上下水道工務課 新）上水道の基幹管路耐震化率 — 85.20% 90.00%87.00% 平成26年度見直しの基幹管路整備計画
により事業を進めていく

達成13,655ｍ/15,690ｍ（全長）

7.2㎡/人

86.00%

49 上下水道工務課 公共下水道の整備率 67.00% 69.50% 74.00%70.88% 平成30年度策定の社会資本整備計画により事業を進めていく。未達成1277.84ha/1802.8ha（総面積）

46 都市計画課 人口集中地区（DID)の人口密度 4,728人/㎢ 4,734人/㎢ 5,000人/㎢4,734人/㎢ 都市機能を集約した「コンパクトシティ・プラス・ネットワー
ク」型都市の形成を目指し、立地適正化計画の策定も検討する。

達成
人口集中地区の人口÷人口集中地区
面積

50.20%

4,734人/㎢

47 都市計画課 一人当たりの都市公園面積 7.1㎡/人 7.0㎡/人 7.5㎡/人7.2㎡/人 山梨県緑化センター跡地を活用した（仮称）篠原地区公園の整備
を進め、目標達成を目指す。

達成都市公園面積÷市全体人口

44 都市計画課 都市計画区域内の人口の割合 96.80% 97.00% 97.50%97.14%
都市機能を集約した「コンパクトシティ・プラス・ネットワー
ク」型都市の形成を目指し、立地適正化計画の策定も検討する。

達成都市計画区域内人口÷市全体人口

0

97.00%

45 都市計画課 用途地域面積 50.10% 50.20% 51.00%50.25% 都市機能集積エリアの用途地域の見直しを行い、山梨県と協議を
行うなかで秩序ある土地利用の誘導を図る。

達成用途地域面積÷都市計画区域面積

42 都市計画課 景観重要建造物・景観重要樹木の指定 0 0 40 未達成景観重要建造物・景観重要樹木に指
定された数

2

43 都市計画課 景観形成重点地区の指定 0 0 30 候補地の指定へ向け調査を進め、目標が達成できるよう、指定へ
向けた協議を進めていく。

未達成景観形成重点地区に指定された数

未達成

達成

各自治会からの安否確認結果人数報
告集計値。

LED導入調査値

山梨県警察本部
交通事故統計より
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実績値 現状値 令和2年度 令和2年度 令和6年度目標値に向けた 令和６年度

（平成26年度） （平成30年度） 目標値 実績値 今後の取組予定内容 目標値

整理
番号

担当課 達成目標指標

基
本
目
標

令和２年度
目標値

達成状況
算出方法

93.00%

92.00%

86.00%

200人

17.00%

575.0ｇ

－3％以上

環型社会形成推進計画に基づき、汚水処理の整備を推進する。

生活排水クリーン処理率の向上を図り河川に流出するBOD値の原
因となる生活排水等の減少を目指す。

公害苦情に対し、法令に基づき、適正に指導を行う。

ツアー、講座の開催について広報誌や市ウェブサイトなどを活用
し、幅広い世代に周知する。

広報誌や市ウェブサイト等によりリサイクルや資源物等の情報発
信を行い、リサイクルに対する意識を高める。

広報誌や市ウェブサイト等によりリサイクルやごみの減量の工夫
等や分別等に関する情報発信を行い、ごみ減量に対する意識を高
める。

引き続き事業者として温室効果ガス排出削減を図り、地球温暖化
防止に取り組む。

62 環境課 市の施設等における温室効果ガスの削減率 100% -1.20% －5％以上-8.31%

基
本
目
標
４
　
自
然
と
生
活
が
調
和
し
た
環
境
を
築
く
ま
ち
（

環
境
）

61 環境課 一人1日当たりの家庭系ごみの排出量（資源物を除く） 601.8ｇ 580.0ｇ 570.0g592.6g

60 環境課 家庭系ごみのリサイクル率※

58 環境課 新）公害苦情のうち指導改善した割合 — 84.70% 90.00%98.46%

17.60% 16.80% 19.00%16.54%

59 環境課 環境学習イベント延べ参加人数 216人 163人 250人0人

56 環境課 生活排水クリーン処理率 91.10% 89.00% 95.00%88.16%

57 環境課 平均BOD値が3mg/ℓ以下の中小河川の割合 89.50% 79.00% 94.00%89.40%

達成

未達成

未達成

達成

未達成

未達成

未達成

調査年度温室効果ガス排出量÷平成
26年度温室効果ガス排出量—1

生活排水処理区域人口÷総人口×
100

平均BOD値が3mg/ℓ以下の中小河
川÷生活環境の保全に関する環境基
準を測定している中小河川×100

３庁舎に寄せられた公害苦情の内、
直接指導に至った割合

環境講座、ツアー参加者数
新型コロナウイルス感染症の影響に
より開催なし

市全体の推定資源物回収量/一般家庭
ごみ排出量+市推定資源物回収量

一般家庭ごみ回収量/365日/人口
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実績値 現状値 令和2年度 令和2年度 令和6年度目標値に向けた 令和６年度

（平成26年度） （平成30年度） 目標値 実績値 今後の取組予定内容 目標値

整理
番号

担当課 達成目標指標

基
本
目
標

令和２年度
目標値

達成状況
算出方法

自治会加入促進チラシの内容の見直し
自治会加入促進ハンドブックの配布

啓発活動
第4次甲斐ヒューマンプランの周知
審議会委員等登用状況調査

30.00%

83.00%
（令和元年度）

35,673枚

50人

22.00%

2,950人

1,165,000人

50.00%
（令和元年度）

これまで同様に、接遇向上委員会において、接遇等改善の取り組
みを続けていく。

3庁舎及びラザウォーク甲斐双葉での申請サポートブースの設
置、各種団体等への出張申請サポートの実施

73 市民戸籍課 新）個人番号カードの交付枚数 — 8,206枚
67,909枚

（令和4年度）
20,103枚

基
本
目
標
５
　
交
流
と
協
働
に
よ
る
未
来
を
拓
く
活
力
の
あ
ふ
れ
る
ま
ち
（

産
業
・
行
政
）

72 人事課 窓口サービスに対し満足度を感じる市民の割合 80.40%
77.90%

（平成29年度）
85.00%

（令和5年度）

令和2年度はアン
ケート実施なし
（隔年で実施。次回
は令和３年度中に実
施予定）

71 市民活動支援課 審議会等委員への女性の登用率

1.30%

23人

80.00%

69 商工観光課 空き家バンク利用の移住者数累計 5人 17人 35人21人 移住定住魅力発信事業を委託しているKAISTLEと連携し、住居と
併せた移住支援を行う

未達成

22.40% 29.90% 35.00%24.90%

達成

未達成対象審議会における
女性数/人数

70 市民活動支援課 自治会加入率 82.00% 79.10% 82.00%80.39%

67 商工観光課 地元購買率 48.00%
51.90%

（平成28年度）
52.00%

（令和４年度）
51.90％

（平成28年度）
算出基礎である３年に１度の商圏実態調査について、令和元年度
は行わなかった事が判明

達成

68 商工観光課 事業所開業率 1.20% 1.20% 1.50%1.20％
（令和元年度)

県内金融機関及びやまなし産業支援機構と連携し支援を行う未達成

65 農林振興課 都市農山村交流事業への参加者数 2,068人 2,893人 3,050人０人 新型コロナウイルス感染症の状況に留意しながら、規模縮小や感
染防止等の対策を行いながら交流事業を実施する。

未達成

66 商工観光課 観光客数（年間） 1,105,000人 1,149,000人 1,205,000人935,000人
新型コロナウイルス感染症感染対策を講じつつ、サクラまつりや
各種イベントにおいて集客を図る。

未達成

63 農林振興課 認定農業者数 20人 45人 60人50人 経営拡大を考えている若手や法人を重点的にはたらきかけをして
いく。

達成

64 農林振興課 耕作放棄地率 20.20% 22.00% 23.00%22.27% 山間地域は非農地化を進めるとともに、若手や法人を中心に利用
権設定をはたらきかけをしていく。

未達成

未達成

未達成令和2年度末交付実績

認定農業者登録者数

令和２年度耕作放棄地調査
A＝耕作放棄地面積／農地面積

都市と地域の交流事業・梅もぎ体
験・ふれあいまつり参加者数
→R2年度は新型コロナウイルス感染
症の影響により、イベント実施せ
ず。

各観光施設に入込客数を確認し、集
計。

商圏実態調査（平成28年度で調査終
了）

経済センサスの結果に基づいて記載
するため、算出は２年に１度のみ

登録物件への移住者数累計

自治会加入率/住基世帯数
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